
将来における関西圏の水素サプライチェーン構想（概要）

《水素利活用の意義》
①地球温暖化対策となる ②エネルギー安全保障に寄与する ③災害等非常時の備えになる
④水素関連産業の振興へ貢献する

《水素需要のポテンシャル》
①人口・産業の集積 ②多様で豊富な文化資産と観光資源 ③大震災経験に伴う高い防災意識

●2025年大阪・関西万博の開催

《水素を巡る国内外の動向》
「水素基本戦略」（2017.12）・「水素・燃料電池戦略ロードマップ」（2019.3）等の策定（国）、
G20関係閣僚会合（2019.6）、水素閣僚会議2019（2019.9）でのグローバル・アクション・
アジェンダ発表

《構想策定の目的》
水素利活用の将来の絵姿やロードマップを示すことで、民間事業者や住民、構成府県市等関係者
が、水素に係る関西の今後の方向性を共有し、構想実現に向け、エネルギーとしての水素の優位性
や利用の意義等についての理解促進、関連産業参入の気運醸成、先導的な水素プロジェクトの創
出につなげていく。

▲水素エネルギー利用の意義・エネルギー政策上の位置づけ
出典:第10回水素・燃料電池戦略協議会資料（経済産業省、内閣府、文部科学省、国土交通省、環境省）

《水素供給のポテンシャル》
①再生可能エネルギーの導入促進
太陽光、風力、木質バイオマス、下水汚泥消化ガス発電 ⇒ 余剰電力を用いたCO2フリー水素製造

▲太陽光発電導入状況
（１MW以上）

▲汚泥消化設備を設置
する下水処理場

▲風力発電導入状況
（20kW以上）

▲木質バイオマス発電導入
状況（２MW以上）

《水素の取組み推進に関するポテンシャル》
①高度な産業集積 ②大学、産業支援機関・公設試験研究機関 ③水素関連の実証等の取組み

②国際戦略港湾、国際拠点港湾の存在
⇒ 海外からの水素の受入拠点

▲関西圏の主な港湾

▲関西圏の強みを活かした水素社会への展開

●国の「水素基本戦略」及び「水素・燃料電池戦略ロードマップ」を踏ま
え、2030年頃には、海外からの未利用エネルギー由来の水素の供給
システムが本格導入され、また、安価で安定的に環境負荷の少ない形
で製造された水素による水素発電が開始されていることを前提。

●海外から輸入される水素や、圏域内で今後さらに普及が見込まれる再生
可能エネルギーの余剰電力を活用して製造した水素を用いて、関西圏の
地域特性を踏まえた水素の利用を想定し、次の４つのケースで最適と考え
られるサプライチェーンを提案。
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関西圏の強みを活かした広域的な取組みによる、
水素利活用の創出と圏域内のサプライチェーン構築

関西圏における水素社会の実現 ⇒ 新たな魅力・強み

▲水素サプライチェーンイメージ
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●2025年大阪・関西万博までは水素社会の基盤づくりとして実証等を行う。
2030年頃の本格導入に向けては水素利活用の実装化等を進める。
2030年以降は化石燃料からの代替と水素のCO2フリー化を進める。

●FCV等のモビリティ、水素発電等の水素利活用、及び水素製造・供給に係る
それぞれのロードマップを示す。

●関西企業の参入につなげるため、それぞれに関連する産業分野や技術を掲載。
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構想実現に向けた取組みの展開

▲大阪・関西万博会場イメージ
提供:経済産業省

将来における関西圏の水素サプライチェーン構想（概要）

●水素の供給・輸送(貯蔵)・需要における、主要機器の高性能化、
高耐久化、低コスト化、補器類の効率化、低コスト化等

●コスト削減においては、規制の見直しも重要

●自治体、国、民間事業者に期待される取組み
（FCV導入等の水素需要創出､技術開発､まちづくり検討等）

コスト低減には技術開発とともに水素供給の規模を拡大し効率性を高めることが求められるが、サプライチェーンに
おいては、水素の供給と需要創出をバランスよく進める必要がある。地域における需要と供給のマッチング、府県を
超えた広域での面的なつながりが必須

＜連携の促進＞ 事業者や行政、試験研究機関など幅広い関係者の広域的な連携の促進

＜水素実装の促進＞ 空港での水素エネルギー導入や水素海上輸送、水素発電等の実証プロジェクトの成果
を活用するなど、水素エネルギーの「見える化」のための水素実装の促進が必要。

関西圏の
水素サプライチェーン構想は

こちら

大阪・関西万博大阪・関西万博

水素ステーション

初期需要の創出
空白地域の削減（到達時間、航続距離、バックアップ）
JHyMとの連携、移動式ST･スマート水素STの活用

水素ステーションの自立的普及
関西圏全域への展開
(空白地域の解消）

ＦＣＶ

ＦＣＶの導入促進
災害時の活用を含めた普及啓発

ＦＣＶの本格的普及
関西圏全域への普及

ＦＣバス

関西圏での初の路線導入
高速バスへの導入検討･調整
大阪・関西万博に向けた調整

関西圏での普及
例）ＦＣ高速バスネットワーク

観光バスへの導入

ＦＣフォークリフトの導入促進ＦＣフォークリフト

トラック、船舶等

ＦＣ列車等の可能性検討

ＦＣトラック普及策の検討・導入・普及

ＦＣスモールモビリティの検討

ＦＣ船導入に向けた検討

関西圏での導入促進

水素発電

水素発電商用化を見据えた検討
候補地:姫路エリア、堺・泉北エリア等

水素発電の
導入

大阪・関西万博での
水素発電の検討

水素輸送

消費地・消費量の推移を踏まえた水素供給方法
の検討（陸送・船輸送・パイプライン、圧縮水素・
液化水素・化合物）
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に向けた供給体
制の導入・確立

荷揚地・荷揚設備の検討・調整
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家庭用:自立的普及

業務・産業燃料電池の導入拡大
純水素型燃料
電池の導入


